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令和２年度１１月補正予算の概要 

 

 

一 総  括 

 

   （一般会計）                              （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

11月補正 

予算額 

11月現計 

予算額 

（A） 

令和元年度 

12月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

635,311,151 

 

6,064,071 

 

641,375,222 

 

486,636,342 

 

131.8 

 

 
 
二 新型コロナウイルス感染症に対応した緊急対策 

 
 
１ 感染拡大防止と医療提供体制の整備 
 

  ○ ＰＣＲ検査等体制強化事業費                  124,371千円 

      新型コロナウイルス感染症患者の早期発見、早期治療を徹底するため、県内全域におけ

る検査体制を構築する。                             

（財源：感染症予防事業費等国庫負担金等）                    

 01 検査事業費                        3118,371    

   事 業 内 容  医療機関等における検査費用の一部負担等           

   既定予算額  164,4031                          

   補 正 額  118,3711                          

     計    282,7741                          

 02 衛生環境研究所設備整備費                  36,000    

   事 業 内 容  微量高速冷却遠心機の整備等                 

   既定予算額  33,502                           

   補 正 額  16,000                           

     計    39,502                           

   

  ○ 新型コロナウイルス感染症患者受入支援事業費補助金       1,340,869千円 

      感染症患者等の受入体制を確保するため、病床確保に要する経費に対し助成する。  

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等）             

 補 助 先  県の病床確保計画等に基づき病床を確保した医療機関        

 補 助 率  10/100                             

 既定予算額  3,536,9140                           

 補 正 額  1,340,8690                           

   計    4,877,7830                           
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２ 県民生活に与える影響の最小化と新しい生活様式への対応 
 

  ○ 生活福祉資金貸付事業推進費補助金               2,000,000千円 

      低所得者、障害者等を経済的に支援するため、生活に必要な資金の貸付けを実施する県

社会福祉協議会に対し助成する。                         

（財源：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）                 

 事 業 内 容  新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた緊急小口資金及び総合支援

       資金の特例貸付                          

 補 助 率  10/100                             

 既定予算額  2,620,1940                           

 補 正 額  2,000,0000                           

   計    4,620,1941                           

                                        

  ○ ○新青木ヶ原樹海イメージアップ強化事業費             23,039千円 

      青木ヶ原樹海への自殺企図者の来訪を減少させるため、樹海の豊かな自然を「生きる喜

び」の象徴として発信することにより、イメージアップを図る。           

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 事 業 内 容  ＰＲポスター、動画の作成                    

        ネイチャーガイドツアー、フォトコンテストの開催等        

  

  ○ ○新私立幼稚園トイレ手洗い場自動水栓整備事業費補助金       46,452千円 

      園児の感染リスクを低減するため、学校法人が行うトイレ手洗い場の自動水栓の整備に

対し助成する。                                 

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 補 助 率  2/30                              

   

  ○ やまなしグリーン・ゾーン構想推進事業費           1,787,896千円 

      感染症に対して強靱な社会・経済の形成を目指す「やまなしグリーン・ゾーン構想」の

推進を図るため、新しい生活様式に対応した取り組みへの支援を拡充する。      

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 01 新しい生活様式推進機器購入等支援事業費補助金       0851,088    

   補 助 先  認証制度対象業種(予定を含む)のうち中規模以下の事業者    

   補 助 対 象  キャッシュレス決済の環境整備                

          認証基準に適合するための機器整備等             

   補 助 率  10/100                           

   補 助 額  1事業者当たり50,000円以上300,000円以下           

   既定予算額  2,155,9201                         

   補 正 額   851,0881                         

     計    3,007,0081                         

 02 新しい生活様式推進設備改修等支援事業費補助金       0936,808    

   補 助 先  認証制度対象業種のうち小規模事業者             

   補 助 対 象  認証基準に適合するための設備改修等             

   補 助 率  3/43                            

   補 助 額  1事業者当たり1,500,000円以下                

   既定予算額   700,2001                         

   補 正 額   936,8081                         

     計    1,637,0081                         
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、 

  

  ○ ○新富士山救護所等感染症対策事業費                1,035千円 

      来夏の富士登山の再開に向け、救護所等における感染リスクの低減を図るため、換気設

備、防護服等を整備する。                            

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

                 

  ○ ○新モモ共同選果場感染症予防対策支援事業費補助金         42,595千円 

      作業場における感染リスクを低減し、安定した出荷体制を確保するため、農協が行う空

調設備の整備に対し助成する。                          

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 補 助 先  市町村                             

 補 助 率  1/20                              

   

 

 

３ 県内経済の安定化・反転攻勢に向けた緊急対策 
 

  ○ ○新森林空間活用施設整備モデル事業費補助金            30,000千円 

      コロナ禍における新たな観光や健康づくり等の需要に対応し、地域の活性化を図るため

森林空間を活用した自転車パークの整備に対し助成する。              

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 補 助 先  富士吉田市外二ヶ村恩賜県有財産保護組合             

 補 助 率  1/20                              

   

  ○ ○新やまなし創業チャレンジ応援事業費補助金            3,895千円 

      本県における創業の機運醸成を図るため、会社設立に要する経費に対し助成する。  

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 対 象 者  市町村等が行う特定創業支援等事業の証明を受けた者        

 補 助 対 象  登記に要する経費                        

 補 助 率  10/100                             

 補 助 額  1件当たり285,000円上限(株式会社の場合)             

        1件当たり190,000円上限(合同会社等の場合)            

    

  ○ ○新インバウンドゴルフツーリズム推進事業費            4,949千円 

      「第9回アジアゴルフツーリズムコンベンション」の開催を好機に、静岡県と協働して訪

日外国人旅行者のゴルフツーリズムを推進するための取り組みを行う。        

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 実 施 主 体  ポストファムトリップ開催実行委員会(仮称)            

 事 業 内 容  県内ゴルフ場での視察プレーの実施 商談会の開催         

 負 担 率  1/20                              
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  ○ ○新信玄公生誕500年ＰＲイベント支援事業費補助金         10,000千円 

      令和3年11月の信玄公生誕500年に向けた機運の醸成を図るため、キックオフイベントと

連携した取り組みに対し助成する。                        

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

 補 助 先  信玄公生誕500年記念花火リレー実行委員会(仮称)0         

 事 業 内 容  花火リレーの実施 テレビ番組の制作               

 補 助 率  定額                              

   

  ○ ○新富士山有料道路管理費補助金                 284,614千円 

      富士山観光の主要道路である富士山有料道路の通行を確保するため、料金収入が激減し

ている道路公社に対し、道路管理に要する費用を助成する。             

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）            

    

 

 

三 その他主要事業 

 

  ○ ○新医療型短期入所事業所開設促進事業費              10,573千円 

      医療型短期入所サービスの地域偏在を解消するため、短期入所事業の新規開設に取り組

む医療機関等を支援する。                            

（財源：地域生活支援事業費等補助金）                      

 事 業 内 容  コンサルタントを活用した地域分析、事業提案等          

       

  ○ ○新道路社会実験事業費                      10,000千円 

      観光地における人と車が共存できる最適な道路空間や「まち体験型観光」のモデルを構

築するため、身延山門内地区において実証実験を行う。              

（財源：地域連携道路事業調査委託費）                      

 事 業 内 容  移動経路等の情報収集 歩車道共存空間の設置等          

  

  ○ ○新次世代エネルギーシステム開発事業費(継続費)        

      水素・燃料電池等の次世代エネルギーシステムに関する研究開発拠点を整備する。  

 建 設 場 所  甲府市下向山町地内                       

 構造・規模  ＲＣ 2Ｆ  3,800㎡0                      

 事 業 年 度  2～4年度                            

 事 業 費  総事業費  1,265,0000                     

        20年 0度  0000000000                     

        30年 0度   990,0000                     

        40年 0度   275,0000                     

   

  ○ 職員給与改定                        △292,075千円 

      人事委員会勧告に鑑み、職員の給与改定を行う。                 

 期末・勤勉手当  4.45月(改定前04.50月)0                   

 実 施 時 期  2.12.1                           

       


